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規 則 
 

 亀岡市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年１月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１号 

 

亀岡市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市介護保険条例施行規則（平成１２年亀岡市規則第３７号）の一部を次のように改正する。 

 

 別記第１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式（第７条関係） 

介護保険資格取得・異動・喪失届 

（宛先）京都府 亀岡市長 
世帯番号 

       異

動

区

分

1.全部 

2.一部 

異

動

事

由

01 02 03 04 05 06 07 21 22 23 24 25 26 28 29 32 41 42 43 44 45 46

転 
 

入 

出 
 

生 

回 
 

復 

帰 
 

化 

職
権
記
載 

在
留
資
格 

国
喪
―
増 

転 
 

居 

世
帯
分
離 

世
帯
合
併 

世
帯
変
更 

世
帯
主
変
更 

戸
籍
届
出 

誤
記
訂
正 

職
権
修
正 

世
帯
表
示 

転 
 

出 

死 
 

亡 

国
外
転
出 

他
の
削
除 

職
権
削
除 

帰
化
―
減 

   転
居
の
み

3.全・全 

4.全・一 

5.一・全 

6.一・一 

 
届
出

．   ． 

（
予
定
）

異
動

．   ． 

住 所 
     亀岡市                 番       号

                         番地 

ア
パ
ー
ト 

方 

書 

 世
帯
主 

届 出 人  □本人  □世帯主  □代理人

 

氏 名              ㊞ 

フリガナ  ア
パ
ー
ト

方 

書

世
帯
主

旧住所 
又 は 
転出先 

   
ＴＥＬ  

 本 籍 
日本人の 
方のみ 

 1・2・3・4・5 筆
頭
者

 

 1・2・3・4・5  

フ リ ガ ナ 世帯主 
からの 
続 柄 

国 

保

 
被 保 険 者 番 号 等 要介護

認 定
高額 保 険 料 証  

世帯主変更による続柄修正 

氏     名 介護 
保険 

氏      名 旧 新 

生 年 月 日 性 別 個 人 番 号    

1 

  

 有
・
無 

 
№ 

有
・
無 

有
・
無 

特・普 

未納有・無 

還付有・無 

発行 

回収 

／ 

 

   

  
№    

有・無 
取 得・異 動・喪 失    

年   月   日 男・女 ．   ．    

2 

  

 有
・
無 

 
№ 

有
・
無 

有
・
無 

特・普 

未納有・無 

還付有・無 

発行 

回収 

／ 

 

備考 

  
№ 

有・無 
取 得・異 動・喪 失 

年   月   日 男・女 ．   ． 

3 

  

 有
・
無 

 
№ 

有
・
無 

有
・
無 

特・普 

未納有・無 

還付有・無 

発行 

回収 

／ 

   
№ 

有・無 
取 得・異 動・喪 失 

年   月   日 男・女 ．   ． 

4 

  

 有
・
無 

 
№ 

有
・
無 

有
・
無 

特・普 

未納有・無 

還付有・無 

発行 

回収 

／ 

   
№ 

有・無 
取 得・異 動・喪 失 

年   月   日 男・女 ．   ． 

5 

  

 有
・
無 

 
№ 

有
・
無 

有
・
無 

特・普 

未納有・無 

還付有・無 

発行 

回収 

／ 

 

電算データ 認定確認    

  
№ ／ ／    

有・無 
取 得・異 動・喪 失      

年   月   日 男・女 ．   ．      
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 別記第２号様式中 

「 

被 

保 

険 

者 

被保険 
者番号 

           

フリガナ  生 年
月 日

   年  月  日

氏  名 

 

性 別 男 ・ 女 

                                          」 

を 

「 

被 

保 

険 

者 

被保険 
者番号 

          個人
番号

            

フリガナ  生 年
月 日

   年  月  日

氏  名 

 

性 別 男 ・ 女 

                                          」 

に改める。 

 別記第３号様式中 

「 

フリガナ  生 年
月 日

     年  月  日

氏  名 

 

性 別 男 ・ 女 

                                          」 

を 

「 

フリガナ 
 個 人

番 号
      

氏  名 

 生 年
月 日

     年  月  日

性 別 男 ・ 女 

                                          」 

に改め、「＊２号被保険者」の前に「第」を加える。 

 別記第４号様式から別記第７号様式までを次のように改める。 
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第
４

号
様

式
（
第
１
０
条
関
係
）
 

 

介
護

保
険
被

保
険
者
証

等
再

交
付
申

請
書
 

 （
宛
先

）
亀
岡

市
長
 

  
次
の

と
お
り

申
請
し

ま
す

。
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
申

請
年
月

日
 
 

 
 
 

 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

 ※
申
請

者
が
被

保
険
者

本
人

の
場
合

、
申
請

者
住

所
・
電

話
番
号

は
記
載

不
要

 

申
請

者
氏

名
 
 

被
保
険

者
 

と
の
関

係
 

 

※
申

請
者

住
所
 
〒

 
 

 
－
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
電
話

番
号

 

 

被
保

険
者

番
号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

個
人

番
号

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

フ
リ

ガ
ナ

 
 

生
年

月
日
 

  
 

年
 
 

月
 

 
日

性 別 

男 ・ 女
被
保

険
者

氏
名
 
 

被
保

険
者

住
所
 

〒
 
 

 
－
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
電
話

番
号

 

再
交

付
す

る
 

証
明

書
等

 

１
 

被
保

険
者

証
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
５
 
負
担
割
合

証
 

２
 

資
格

者
証
 

３
 

受
給

資
格

証
明
書
 

４
 

介
護

保
険

負
担
限
度
額
認
定

証
 

申
請

の
理

由
 

１
 

紛
失

・
消

失
 
 
２
 
破
損

・
汚

損
 

 
３
 
未
着
 

４
 

そ
の

他
（
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

第
２
号
被

保
険
者

（
４

０
歳
か

ら
６
４

歳
の

医
療
保

険
加
入

者
）
の

み
記

入
 

医
療
保
険

者
名
 

 
医
療

保
険

被
保

険
者

証
 

記
号

番
号
 

 

 

 

第
５

号
様
式

（
第
１
２

条
関
係

）
 

 

介
護
保
険

 
 
 

要
介
護
認

定
・
要

支
援
認

定
 
 
 

申
請
書

 
要

介
護
更

新
認
定
・

要
支
援

更
新
認
定

 
 （

宛
先
）
亀

岡
市
長
 

 
次
の

と
お
り

申
請
し

ま
す
。

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
申
請

年
月
日

 
 
 

 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

被   保   険   者 

被
保

険
者
番
号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
個

人
番
号
 

 
 

 
 

 
 

 

フ
リ

ガ
ナ
 

 
生

年
月
日
 

明
・

大
・
昭

 
 
年

 
 
月
 
 

日

氏
 

 
名
 

 

性
 

 
別
 

男
 

・
 
女
 

住
 

 
所
 

〒
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

電
話
番
号

 

前
回

の
要

介
護

認
定

の
結
果

等
 

*
要

介
護

・
要

支
援

更
新

認
定
の
場

合
の
み

記
入
 

要
介

護
状
態

区
分

 １
 ２

 ３
 ４

 ５
 

 
要
支

援
状
態
区

分
 １

 ２
 

有
効

期
間
 

 
 
 

 
 

 年
 

 
 
月
 

 
 日

か
ら
 
 

 
 
 
年
 

 
 月

 
 

 日
 

過
去

６
月

間
の

介
護

保
険

施
設

医
療

機
関

等
 

入
院

、
入

所
の

有
無
 

介
護
保
険
施
設
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

介
護
保
険
施
設
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

医
療
機
関
等
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

有
 
・
 
無
 

医
療
機
関
等
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

 

提 出 代 行 者 

名
 

称
 

該
当
に
○
（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
・
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
・
指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
・
介
護
老
人
保
健
施
設
・
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
）

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
㊞

 

住
 

所
 

〒
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
電
話
番

号
 

 

主
 
 
治
  

医
 

主
治

医
の
氏
名
 
 

医
療

機
関

名
 
 

所
在

地
 
〒

 
  

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
電
話

番
号
 

 

第
二

号
被
保

険
者
（

40
歳
か
ら
6
4歳

の
医

療
保
険

加
入
者
）
の

み
記
入

（
医
療

保
険
被
保
険

者
証
の

写
し
を

添
付
）
 

医
療
保

険
者
名
 
 

医
療

保
険
被
保

険
者
証
 

記
号

番
号
 

 

特
定

疾
病

名
 
 

 

 
介

護
サ
ー

ビ
ス
計

画
の
作
成

等
介

護
保
険

事
業
の

適
切
な

運
営
の

た
め
に
必

要
が

あ
る
と

き
は
、

要
介
護

認
定
・

要
支

援
認
定

に
か
か

る
調
査
内

容
、

介
護
認

定
審
査

会
に
よ

る
判
定

結
果
・
意

見
、

及
び
主

治
医
意

見
書
を

、
亀
岡

市
か

ら
地
域

包
括
支

援
セ
ン
タ

ー
、

居
宅
介

護
支
援

事
業
者

、
居
宅

サ
ー
ビ
ス

事
業

者
若
し

く
は
介

護
保
険

施
設
の

関
係

人
、

主
治

医
意

見
書

を
記

載
し

た
医

師
又

は
認

定
調

査
に

従
事

し
た

調
査

員
に

提
示

す
る

こ
と

に
同

意
し

ま

す
。
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
本
人

氏
名
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第
７
号
様
式
（
第
１
３
条
関
係
）
 介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
指
定
変
更
申
請
書
 

（
宛
先
）
亀
岡
市
長
 

 
次
の
と
お
り
申
請
し
ま
す
。
 

 
 

申
請

年
月

日
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
  

 
日

申
請

者
氏

名
 
 

本
人

と
の

関
係
 
 

申
請

者
住

所
 
〒
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電
話
番
号
 

＊
申
請
者
が
被
保
険
者
本
人
の
場
合
、
申
請
者
住
所
・
電
話
番
号
は
記
載
不
要
 

 

被  保  険  者 

被
保

険
者

番
号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
個
 
人
 

番
 
号
 
 

 
 

 
 

 

フ
リ

ガ
ナ
 
 

生
 
年
 

月
 
日
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
  

 
日

氏
名
 

 

性
 
別
 

男
 
・
 
女
 

住
所
 
〒
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電
話
番
号
 

現
に

受
け

て
い

る
 

要
介

護
・

要
支

援
 

認
定

の
内

容
 

要
介
護
状
態
区
分
 
 
1
 
2 

3
 
4 

5 
要
支
援
 

有
効
期
間
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

新
た

に
指
定
を
受

け
よ
う

と
す

る
サ
ー
ビ
ス

の
種
類

又
は

現
に

受
け

て
い

る
 

サ
ー

ビ
ス
の
種
類

記
載
の

消
除

を
求

め
る

旨
 

 

種
類

指
定

変
更

理
由
 
 

 

主
治

医
 

主
治
医
の
 

氏
 
 
名
 

 
医
療
機
関
名
 
 

所
在

地
 
〒
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電
話
番
号
 

第
２
号
被
保
険
者
（
4
0歳

か
ら
6
4
歳
の
医
療
保
険
加
入
者
）
の
み
記
入
 

医
療
保
険
者
名
 
 

医
療

保
険
被

保
険
 

者
証

記
号

番
号
 

 

特
定

疾
病

名
 
 

 

第
６

号
様
式

（
第
１
２

条
関
係

）
 

 

介
護
保
険

 
要
介
護

認
定
・

要
支
援
認

定
区
分

変
更
申
請

書
 

 （
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

 
次
の

と
お
り

申
請
し

ま
す
。

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
申
請

年
月
日

 
 
 

 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

被   保   険   者 

被
保

険
者
番

号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
個
人

番
号
 

 
 

 
 

 
 

 

フ
リ
ガ

ナ
 

 
生
年

月
日
 

明
・
大

・
昭
 

 
年
 

 
月
 

 
日

氏
 
 

名
 

 

性
 

 
別
 

男
 
・

 
女
 

住
 
 

所
 

〒
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

電
話
番
号

 

前
回

の
要

介
護

認
定
の

結
果

等
 

要
介

護
状
態

区
分
 

１
 
２
 
３

 
４
 

５
 
 

 
要
支
援
状

態
区
分

 
１
 

２
 

有
効

期
間
 

 
 
 

 
 
 年

 
 

 月
 
 

 日
か

ら
 
 
 

 
 年

 
 

 月
 

 
 日

 

変
更

申
請
 

の
理

由
 
 

過
去

６
月

間
の

介
護

保
険

施
設

医
療

機
関

等
 

入
院

、
入

所
の

有
無
 

介
護
保
険
施
設
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

介
護
保
険
施
設
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

医
療
機
関
等
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

有
 ・

 無
 

医
療
機
関
等
の
名
称
等
・
所
在
地
 

期
間
 
 
年
 
月
 
日
～
 
 
年
 
月
 
日

 

提 出 代 行 者 

名
 
称
 

該
当
に
○
（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
・
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
・
指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
・
介
護
老
人
保
健
施
設
・
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
）

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
㊞

 

住
 
所
 

〒
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
電
話
番

号
 

 

主
 

 治
  

医
 

主
治

医
の
氏

名
 
 

医
療

機
関

名
 
 

所
在

地
 
〒

 
  

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
電

話
番
号
 

 

第
二

号
被
保

険
者
（

40
歳
か
ら
6
4歳

の
医

療
保
険

加
入
者
）
の

み
記
入

（
医
療

保
険
被
保
険

者
証
の

写
し
を

添
付
）
 

医
療

保
険

者
名
 
 

医
療

保
険
被

保
険
者

証
 

記
号

番
号
 

 

特
定

疾
病

名
 
 

 

 
介

護
サ
ー

ビ
ス
計

画
の
作
成

等
介

護
保
険

事
業
の

適
切
な

運
営
の

た
め
に
必

要
が

あ
る
と

き
は
、

要
介
護

認
定
・

要
支

援
認
定

に
か
か

る
調
査
内

容
、

介
護
認

定
審
査

会
に
よ

る
判
定

結
果
・
意

見
、

及
び
主

治
医
意

見
書
を

、
亀
岡

市
か

ら
地
域

包
括
支

援
セ
ン
タ

ー
、

居
宅
介

護
支
援

事
業
者

、
居
宅

サ
ー
ビ
ス

事
業

者
若
し

く
は
介

護
保
険

施
設
の

関
係

人
、

主
治

医
意

見
書

を
記

載
し

た
医

師
又

は
認

定
調

査
に

従
事

し
た

調
査

員
に

提
示

す
る

こ
と

に
同

意
し

ま

す
。
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
本
人

氏
名
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第８５３号平成２８年２月１５日発行 

 別記第９号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別記第１０号様式中 

「 

フ リ ガ ナ  
保 険 者 番 号      

被保険者氏名 

 

被保険者
番  号

     

                                          」 

を 

第９号様式（第１５条関係） 

介護保険居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書 

  区  分 

  新規 ・ 変更 

被 保 険 者 氏 名 被 保 険 者 番 号 

フリガナ           

 個 人 番 号 

            

生 年 月 日 性 別 

      年  月  日 男 ・ 女 

居宅サービス計画の作成を依頼（変更）する居宅介護支援事業者 

居宅介護支援事業所名  
居宅介護支援事業所
の所在地 

〒 

  

 

 

     電話番号   （   ） 

居宅介護支援事業所を変更する場合の理由等 ※変更する場合のみ記入してください。 

 

 

                          変更年月日 

                          （     年  月  日付） 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

 上記の居宅介護支援事業者に居宅サービス計画の作成を依頼することを届け出ます。 

 

       年  月  日 

 

      住 所 

 被保険者 

      氏 名                 電話番号  （   ） 

保険者確認欄 

□ 被保険者資格 □ 届出の重複 

□ 居宅介護支援事業者事業所番号 

            

（注意）１ この届出書は、要介護認定の申請時、又は、居宅サービス計画の作成を依頼する居

宅介護支援事業所が決まり次第速やかに亀岡市へ提出してください。 

２ 居宅サービス計画の作成を依頼する居宅介護支援事業所を変更するときは、変更年

月日を記入のうえ、必ず亀岡市へ届け出てください。届出のない場合、サービスに係

る費用を一旦、全額自己負担していただくことがあります。 
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第８５３号平成２８年２月１５日発行 

「 

フ リ ガ ナ  
保 険 者 番 号      

被保険者氏名 

 

被保険者
番  号

     

個 人 番 号 
    

 

                                          」 

に改める。 

 別記第１１号様式及び別記第１２号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１号様式（第１８条関係） 

介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給申請書 

保険者番号        被保険者番号            

 個人番号              

フ リ ガ ナ   生
年
月
日

     年   月   日 性
別 

男・女 
被保険者氏名 

 

住    所 
〒                   電話番号 

福祉用具名 
（種目名及び用品名） 

製造事業者名及び 
販売事業者名 

購入金額 購入日 

  
円

    年  月  日 
  

  
円

    年  月  日 
  

  
円

    年  月  日 
  

福祉用具が 
必要な理由 

 

 

 

事前承認申請の 
有無 

あり     なし 

 （宛先）亀岡市長 

                                     年  月  日 

 上記のとおり関係書類を添えて居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給を申請します。 

               〒 
           住 所 
 申請者（被保険者） 
           氏 名             ㊞ 電話番号 

（注意事項） 

※この申請書に領収書及び福祉用具のパンフレット等を添付してください。 

※「福祉用具が必要な理由」については、個々の用具ごとに記載してください。ただし、事前承認を
得ている場合は記載不要です。 

※口座欄は、事前承認申請に基づき居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給の事前承認決定を受け
ている場合は、記入不要です。 

居宅介護（介護予防）福祉用具購入費を下記の口座に振り込んでください。 

口座振替 

依 頼 欄 

金融機関コード 支店コード 
１普 通

２当 座

３その他

口 座 番 号 
       

銀  行 
信用金庫 

農業協同組合

本 店
支 店
出張所

       

フリガナ  

口座名義人  

 

委任 

の欄 

この欄は申請者（被保険者）

と振込口座名義人とが異なる

場合に、記入してください。

上記福祉用具購入費の受領を        に委任します。 

      年  月  日 

 申請者（被保険者）氏名             ㊞ 
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第８５３号平成２８年２月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別記第１３号様式中 

「 

フ リ ガ ナ  保 険 者 番 号       

被保険者氏名  被保険者番号      

                                          」 

を 

「 

フ リ ガ ナ  保 険 者 番 号       

被保険者氏名  被保険者番号      

個 人 番 号      

                                          」 

第１２号様式（第１９条関係） 

介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書 

保険者番号        被保険者番号            

 個人番号              

フ リ ガ ナ   生
年
月
日 

     年   月   日 性
別 

男・女 
被保険者氏名 

 

住    所 
〒                   電話番号 

住宅の所有者 

（事前承認済の 

場合は不要） 

 上記の被保険者が介護保険の住宅改修を行うことを承諾します。 

住所                   本人との関係 

氏名               ㊞   電話番号 

改修の箇所   

改修の内容  
□ 手すりの取付け  □ 段差の解消  □ 床又は通路面材料の変更 
□ 引き戸等への扉の取替え  □ 洋式便器等への便器の取替え 

改 修 費 用  
 
             円

事前承認申請 
の 有 無 

あり ・ なし 

施工業者名                      電話番号 

着 工 日      年   月   日 完 成 日      年   月   日 

住宅改修費支給申請書の内容どおり完成していることを訪問して確認しました。         年  月  日 

居宅介護・介護予防 
支援事業者名 

 確認者氏名 
（介護支援専門員等）

          ㊞ 

 （宛先）亀岡市長 

                                     年  月  日 

 上記のとおり関係書類を添えて居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給を申請します。 
               〒 
           住 所 
 申請者（被保険者） 
           氏 名             ㊞ 電話番号 

（注意事項） 

※この申請書のほかに下記の書類を添付して下さい。 

①住宅改修理由書 ②住宅改修箇所見取図 ③工事費内訳書 ④領収書 ⑤完成後の状態が確認できる書類 

※事前承認を得ている場合は、① ② ③は不要ですが、支給対象予定額の減額がある場合は、② ③も添付し
てください。 

※口座欄は、事前承認で保険給付の方法を受領委任払としている場合は、記入不要です。 

居宅介護（介護予防）住宅改修費を下記の口座に振り込んでください。 

口座振替 

依 頼 欄 

金融機関コード 支店コード 
１普 通

２当 座

３その他

口 座 番 号 
       

銀  行 
信用金庫 

農業協同組合

本 店
支 店
出張所

       

フリガナ  

口座名義人 
 

 

委任 

の欄 

この欄は申請者（被保険者）

と振込口座名義人とが異なる

場合に、記入してください。

上記住宅改修費の受領を        に委任します。 

      年  月  日 

 申請者（被保険者）氏名             ㊞ 
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第８５３号平成２８年２月１５日発行 

に改める。 

 別記第１３号様式の２中 

「 

計算期間の始期及び終期      年  月～     年  月

                                  」 

を 

「 

個 人 番 号   

計算期間の始期及び終期      年  月～     年  月

                                  」 

に改める。 

 別記第１４号様式中 

「 

フ リ ガ ナ  
保 険 者 番 号      

被保険者氏名 

 

被保険者
番  号

     

                                          」 

を 

「 

フ リ ガ ナ  
保 険 者 番 号      

被保険者氏名 

 

被保険者
番  号

     

個 人 番 号 
    

 

                                          」 

に改める。 

 別記第１７号様式中 

「 

フ リ ガ ナ  
保 険 者 番 号      

被保険者氏名 

 

被保険者
番  号

     

                                          」 

を 
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第８５３号平成２８年２月１５日発行 

「 

フ リ ガ ナ  
保 険 者 番 号      

被保険者氏名 

 

被保険者
番  号

     

個 人 番 号 
    

 

                                          」 

に改める。 

 別記第２０号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２０号様式（第２４条関係） 

介護保険負担限度額認定申請書 
                                             年  月  日 

 亀岡市長 様 

 次のとおり関係書類を添えて、食費・居住費（滞在費）に係る負担限度額認定を申請します。 

フ リ ガ ナ  保 険 者 番 号        

被保険者氏名                 ㊞ 
被保険者番号           

個 人 番 号             

生 年 月 日         年   月   日 性    別 男  ・  女 

住 所

〒 

 

                         連絡先 

入所（院）した
介護保険施設の
所 在 地 及 び
名  称（※）

〒 

 

                         連絡先 

入 所 （ 院 ）
年月日（※）

        年   月   日 
（※）介護保険施設に入所（院）していない場合及びショート

ステイを利用している場合は、記入不要です。 

配偶者の有無 有 ・ 無 
 左記において「無」の場合は、以下の「配偶者に関する事項」
については、記載不要です。 

配
偶
者
に
関
す
る
事
項 

フ リ ガ ナ  

氏 名  

生 年 月 日         年   月   日 個 人 番 号             

住 所

〒 

 

                         連絡先 
本年１月 1 日現
在の住所（現住
所と異なる場
合） 

〒 
 
 

課 税 状 況 市町村民税 課 税   ・   非課税 

収 入 等 に

関 す る 申 告

□ 生活保護受給者／市町村民税世帯非課税である老齢福祉年金受給者 

□ 
市町村民税世帯非課税者であって、 
課税年金収入額と合計所得金額の合計額が年額８０万円以下です。 

□ 
市町村民税世帯非課税者であって、 
課税年金収入額と合計所得金額の合計額が年額８０万円を超えます。 

□ その他（                                 ） 

預 貯 金 等 に

関 す る 申 告

□ 
預貯金、有価証券等の金額の合計が1,000万円（夫婦は2,000万円）以下です。 
※預貯金、有価証券にかかる通帳等の写しは別添のとおり 

預貯金額 円
有価証券 

(評価概算額) 円

その他 
（現金・負債
を含む） 

（      ）※ 
        円 

                                        ※内容を記入してください。 
 
                       申請者が被保険者本人の場合には、下記について記載は不要です。 

申請者氏名  
連絡先（自宅・勤務先） 

申請者住所 
〒 本人との関係 

注意事項 
○ この申請書における「配偶者」については、世帯分離をしている配偶者又は内縁関係のものを含みます。 
○ 預貯金等については、同じ種類の預貯金等を複数保有している場合は、そのすべてを記入し、通帳等の写しを添付

してください。 
○ 書き切れない場合は、余白に記入するか又は別紙に記入の上添付してください。 
○ 虚偽の申告により不正に特定入所者介護サービス費等の支給を受けた場合には、介護保険法第２２条第１項の規定

に基づき、支給された額及び最大２倍の加算金を返還していただくことがあります。 
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第８５３号平成２８年２月１５日発行 

 別記第２３号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別記第２７号様式中「第２・３・４段階」を「第２・３段階」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

第２３号様式（第２５条関係） 

介護保険特定負担限度額認定申請書 
（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定申請） 

フ リ ガ ナ  保険者番号        

被保険者氏名 

 
被保険者番号           

個人番号             

生 年 月 日      年  月  日 性    別 男 ・ 女 

住    所 

〒 

 

                 電話番号 

特別養護老人 
ホームの所在 
地 及 び 名 称 

〒 

 

                 電話番号 

入 所 す る 
居 室 の 種 別 

 １ ユニット型個室        ３ 従来型個室 

 ２ ユニット型準個室       ４ 多床室 

入 所 年 月 日      年  月  日  

特定負担限度額 

申 請 事 由 

１ 市町村民税世帯非課税者であって、合計所得金額と課税年金収入額の合
計額が年額８０万円以下のもの等 

 
２ 市町村民税世帯非課税者であって、１に該当する以外のもの 
 
３ その他（                          ） 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

  上記のとおり食費・居住費に係る特定負担限度額認定の申請をします。 

 

       年  月  日 

 

     住 所 

 申請者 

     氏 名               ㊞  電話番号 

 

 

 亀岡市記入欄 

交 付 年 月 日  備     考 

     年  月  日 （所得の分布の状況等を記入） 

適 用 年 月 日  

   年  月  日から 

有 効 期 限 

   年  月  日まで 
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 亀岡市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年１月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第２号 

 

亀岡市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市税条例施行規則（昭和６０年亀岡市規則第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３２条中「固定資産税・都市計画税税額決定（変更）通知書」を「固定資産税・都市計画税賦

課額変更（決定）通知書」に改める。 

 別記様式目次中「固定資産税・都市計画税税額決定（変更）通知書」を「固定資産税・都市計画

税賦課額変更（決定）通知書」に改める。 

 別記第５０号様式中「氏名□印」の次に 

「 

                          を加える。 

                         」 

 別記第５３号様式を次のように改める。 

 

個人番号             
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第５３号様式（第３２条関係） 

通知書番号   

世帯コード  

賦 課 年 度       年度 

 

              様 

 

 

     固定資産税 
  年度 都市計画税 賦課額変更(決定)通知書 

 

 下記のとおり変更（決定）しましたので通知します。 

 

      年  月  日 

 

                                          京都府亀岡市長  □印  

 

１．税額変更（決定）の明細 納税義務者  

 

区分 
面積及び課税標準額 

土 地 家 屋 償却資産 合 計 ① 

固
定
資
産
税 

変更前 
㎡ ㎡  

円 円 円 円 

変更後 
（決定） 

㎡ ㎡  

円 円 円 円 

増減 
㎡ ㎡  

円 円 円 円 

都
市
計
画
税 

変更前 
㎡ ㎡  
円 円 円 

変更後 
（決定） 

㎡ ㎡  

円 円 円 

増減 
㎡ ㎡  

円 円 円 

区 分 
税率
② 

算出税額 ③ 
（①×②） 

減額要因④ 差引税額 
③ － ④ 軽減／減免税額 都市計画減税額 

固
定
資
産
税

変更前 

 1.5 
100 

円 円 円 

変更後 
（決定） 

 

円 円 円 

増減 円 円 円 

都
市
計
画
税

変更前 

 0.1 
100 

円 円 円 円 

変更後 
（決定） 

 

円 円 円 円 

増減 円 円 円 円 

２．変更（決定）後の納付額及び納期 

納 期 年税額 第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期  

変更前 円 円 円 円 円 円 
変更後 
（決定） 円 円 円 円 円 円 

増 減 円 円 円 円 円 円 

納期限    年 月 日   年 月 日   年 月 日   年 月 日   年 月 日 

３．変更（決定）理由 
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 別記第５４号様式及び別記第５５号様式中 

「 

 

 

 

 

 

                           」 

を 

「 

 

 

 

 

 

                           」 

に改める。 

 別記第６１号様式中「電話番号」の次に 

「 

                                 を加える。 

                                」 

 別記第６２号様式中「電話番号」の次に 

「 

                          を加える。 

                         」 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

申
告
者 

住 所 
（所在地） 

 

氏 名 
（名 称） 

             ㊞ 

申
告
者 

住 所 
（所在地） 

 

氏 名 
（名 称） 

             ㊞ 

個人番号又 
は法人番号 

      

個人番号又は法人番号              

個人番号             
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告 示 
 

 亀岡市告示第１号 

 

 亀岡市高齢者運転免許証自主返納支援事業実

施要綱（平成２７年亀岡市告示第５１号）の一

部を次のように改正する。 

 

   平成２８年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第３条第１号中「。以下「住基法」とい

う。」を削る。 

 第４条第２項を削り、同条第３項中「前２

項」を「前項」に改め、同項を同条第２項とす

る。 

 第５条中「及び第２項」を削る。 

 第７条第３項を削る。 

 別記第１号様式中「※住民基本台帳カードの

交付には、別途申請が必要です。」を削る。 

 別記第２号様式中「※住民基本台帳カードの

交付には、別途申請が必要です。また、即日交

付には、印鑑・顔写真（無帽・正面・無背景・

縦４．５㎝×横３．５㎝の６箇月以内に撮影し

たもの）・本人確認書類（健康保険証・年金証

書等）が必要です。」を削る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第２号 

 

 亀岡市社会福祉法人等介護保険事業利用者負

担軽減要綱（平成１２年亀岡市告示第１０６

号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成２８年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

別記第１号様式（第３条関係） 

社会福祉法人等介護保険事業利用者負担軽減申請書 

フリガナ  保険者番号        

被保険者氏名  被保険者番号           

個人番号              

生年月日        年  月  日 性  別 男 ・ 女 

住  所 
〒                電話番号 

利用者負担 
軽減申請理由 

 

 氏   名 生年月日 性別 
生計中心者に○を
つけてください 

世
帯
構
成 

世帯主     

世帯員 

    

    

    

 

 （宛先）亀岡市長 

 

 上記のとおり社会福祉法人等介護保険利用者負担額に係る軽減の申請をします。 

 併せて、収入の状況を調査することに同意します。 

 

       年  月  日 

 

         住 所 

     申請者 

         氏 名              ㊞ 電話番号 

 亀岡市記入欄 

交付年月日 備     考 

    年  月  日 
（利用者負担等を把握） 

 

 

 

（世帯、収入状況等を把握） 

適用年月日 

    年  月  日 
         から 

有 効 期 限 

    年  月  日 
         まで 
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 亀岡市告示第３号 

 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則（平成２６年

内閣府・総務省令第３号。以下「規則」という。）に基づき、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方

税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する手続（以下「地方税関係手続」という。）に

係る個人番号利用事務実施者（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（昭和２５年法律第２７号。以下「法」という。）第２条第１２項に規定する個人番号利用

事務実施者という。以下同じ。）が適当と認める書類、財務大臣等（規則第１条第３項に規定する

財務大臣等をいう。）が適当と認める事項等、個人番号利用事務実施者が適当と認める事項、個人

番号利用事務実施者が認める場合及び個人番号利用事務実施者が適当と認める方法（以下「個人番

号利用事務実施者が適当と認める書類等」という。）を、次のとおり定め告示する。 

 別表第１欄に掲げる規定の第２欄に掲げる内容に関して、個人番号利用事務実施者が適当と認め

る書類等を同第３欄に掲げるとおり定める。 

 

   平成２８年１月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

別表 

第１欄 第２欄 第３欄 

規則第１

条第１項

第２号 

官公署から発行され、又は発給された書類その

他これに類する書類であって、通知カードに記

載された氏名及び出生の年月日又は住所（以下

「個人識別事項」という。）が記載され、か

つ、写真の表示その他の当該書類に施された措

置によって、当該書類の提示を行う者が当該個

人識別事項により識別される特定の個人と同一

の者であることを確認することができるものと

して個人番号利用事務実施者が適当と認めるも

の 

税理士法施行規則（昭和２６年大蔵省令第５５号）

第１２条に規定する税理士証票（提示時において有

効なものに限る。以下「税理士証票」という。） 

本人の写真の表示のある身分証明書等（学生証又は

法人若しくは官公署が発行した身分証明書若しくは

資格証明書をいう。以下同じ。）で、個人識別事項

の記載があるもの（提示時において有効なものに限

る。以下「写真付身分証明書等」という。） 

戦傷病者手帳その他官公署から発行又は発給をされ

た本人の写真の表示のある書類で、個人識別事項の

記載があるもの（提示時において有効なものに限

る。以下「写真付公的書類」という。） 

規則第１条第１項第３号ロに規定する個人番号利用

事務等実施者（以下「個人番号利用事務等実施者」

という。）が発行した書類であって識別符号又は暗

証符号等による認証により当該書類に電磁的方法に

より記録された個人識別事項を認識できるもの（提

示時において有効なものに限る。） 

個人番号利用事務等実施者が個人識別事項を印字し

た上で本人に交付又は送付した書類で、当該個人番

号利用事務等実施者に対して当該書類を使用して提

出する場合における当該書類 
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官公署又は個人番号利用事務等実施者が個人識別事

項を印字した上で本人に交付又は送付した書類で、

個人番号利用事務等実施者に対して、申告書又は申

請書等と併せて提示又は提出する場合の当該書類 

規則第１

条第１項

第３号ロ 

官公署又は個人番号利用事務等実施者から発行

され、又は発給された書類その他これに類する

書類であって個人番号利用事務実施者が適当と

認めるもの（通知カードに記載された個人識別

事項の記載があるものに限る。） 

本人の写真の表示のない身分証明書等で、個人識別

事項の記載があるもの（提示時において有効なもの

に限る。以下「写真なし身分証明書等」という。）

地方税若しくは国税の領収証書、納税証明書又は社

会保険料若しくは公共料金の領収証書で領収日付の

押印又は発行年月日及び個人識別事項の記載がある

もの（提示時において領収日付又は発行年月日が６

か月以内のものに限る。以下「地方税等の領収証書

等」という。） 

印鑑登録証明書、戸籍の附票の写しその他官公署か

ら発行又は発給をされた本人の写真の表示のない書

類（これらに類するものを含む。）で、個人識別事

項の記載があるもの（提示時において有効なもの又

は発行若しくは発給された日から６か月以内のもの

に限る。以下「写真なし公的書類」という。） 

地方税法に規定する、特別徴収に係る納税義務者に

交付する特別徴収の方法によって徴収する旨の通知

書又は特別徴収票その他租税に関する法律又は地方

税法その他の地方税に関する法律に基づく条例に基

づいて個人番号利用事務等実施者が本人に対して交

付した書類で個人識別事項の記載があるもの（以下

「本人交付用税務書類」という。） 

規則第１

条第３項

第５号 

過去に法第１６条の規定により本人確認の措置

を講じた上で受理している申告書等に記載され

ている純損失の金額、雑損失の金額その他当該

提供を行う者が当該提供に係る申告書等を作成

するに当たって必要となる事項又は考慮すべき

事情（以下「事項等」という。）であって財務

大臣等が適当と認める事項等 

修正申告書に記載された修正申告直前の課税標準額

若しくは税額等又は更正の請求書に記載された更正

の請求直前の課税標準額若しくは税額等その他これ

に類する事項 

規則第２

条第２号 

官公署から発行され、又は発給された書類その

他これに類する書類であって、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律施行令（平成２６年政令第１５５

号。以下「令」という。）第１２条第１項第１

号に掲げる書類に記載された個人識別事項が記

載され、かつ、写真の表示その他の当該書類に

施された措置によって、当該書類の提示を行う

者が当該個人識別事項により識別される特定の

個人と同一の者であることを確認することがで

きるものとして個人番号利用事務実施者が適当

と認めるもの 

税理士証票 

写真付身分証明書等 

写真付公的書類 

個人番号利用事務等実施者が発行した書類であって

識別符号又は暗証符号等による認証により当該書類

に電磁的方法により記録された個人識別事項を認識

できるもの（提示時において有効なものに限る。）

個人番号利用事務等実施者が個人識別事項を印字し

た上で本人に交付又は送付した書類で、当該個人番

号利用事務等実施者に対して当該書類を使用して提

出する場合における当該書類 

官公署又は個人番号利用事務等実施者が個人識別事

項を印字した上で本人に交付又は送付した書類で、

個人番号利用事務等実施者に対して、申告書又は申

請書等と併せて提示又は提出する場合の当該書類 
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規則第３

条第１項

第６号 

官公署又は個人番号利用事務等実施者から発行

され、又は発給された書類その他これに類する

書類であって個人番号利用事務実施者が適当と

認めるもの（法第２条第５項に規定する個人番

号（以下「個人番号」という。）の提供を行う

者の個人番号及び個人識別事項の記載があるも

のに限る。） 

官公署又は個人番号利用事務等実施者が発行又は発

給をした書類で個人番号及び個人識別事項の記載が

あるもの 

自身の個人番号に相違ない旨の本人による申立書

（提示時において作成した日から６か月以内のもの

に限る。） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律の規定による通知カード及び

個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステ

ムによる特定個人情報の提供等に関する省令（平成

２６年総務省令第８５号）第１５条の規定により還

付された通知カード（以下「還付された通知カー

ド」という。）又は同省令第３２条第１項の規定に

より還付された個人番号カード（以下「還付された

個人番号カード」という。） 

規則第３

条第２項

第２号 

官公署又は個人番号利用事務等実施者から発行

され、又は発給された書類その他これに類する

書類であって個人番号利用事務実施者が適当と

認めるもの 

写真なし身分証明書等 

地方税等の領収証書等 

写真なし公的書類 

本人交付用税務書類 

規則第３

条第４項 

本人しか知り得ない事項その他の個人番号利用

事務実施者が適当と認める事項 

個人番号利用事務等実施者により各人別に付された

番号、本人との取引や給付等を行う場合において使

用している金融機関の口座番号（本人名義に限

る。）、証券番号、直近の取引年月日等の取引固有

の情報等のうちの複数の事項 

規則第３

条第５項 

個人識別事項により識別される特定の個人と同

一の者であることが明らかであると個人番号利

用事務実施者が認める場合 

雇用契約成立時等に本人であることの確認を行って

いる雇用関係その他これに準ずる関係にある者で

あって、知覚すること等により、個人番号の提供を

行う者が通知カード若しくは令第１２条第１項第１

号に掲げる書類に記載されている個人識別事項又は

規則第３条第１項各号に掲げる措置により確認され

る個人識別事項により識別される特定の個人と同一

の者であること（以下「個人番号の提供を行う者が

本人であること」という。）が明らかな場合 

所得税法に規定する控除対象配偶者又は扶養親族そ

の他の親族（以下「扶養親族等」という。）であっ

て、知覚すること等により、個人番号の提供を行う

者が本人であることが明らかな場合 

過去に本人であることの確認を行っている同一の者

から継続して個人番号の提供を受ける場合で、知覚

すること等により、個人番号の提供を行う者が本人

であることが明らかな場合 

規則第４

条第２号

ロ前段 

官公署若しくは個人番号利用事務等実施者から

発行され、若しくは発給された書類その他これ

に類する書類であって個人番号利用事務実施者

が適当と認めるもの（当該提供を行う者の個人

番号及び個人識別事項が記載されているものに

限る。） 

個人番号カード又は通知カード 

還付された個人番号カード又は還付された通知カー

ド 

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１２

条第１項に規定する住民票の写し又は住民票記載事

項証明書（以下「住民票の写し又は住民票記載事項

証明書」という。）であって、氏名、出生の年月

日、男女の別、住所及び個人番号が記載されたもの
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官公署又は個人番号利用事務等実施者が発行又は発

給をした書類で個人番号及び個人識別事項の記載が

あるもの 

自身の個人番号に相違ない旨の本人による申立書

（提示時において作成した日から６か月以内のもの

に限る。） 

規則第４

条第２号

ロ後段 

個人番号利用事務実施者が適当と認める方法 個人番号利用事務等実施者の使用に係る電子計算機

と個人番号の提供を行う者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使

用して本人から提供を受ける方法（以下「個人番号

の提供を行う者の使用に係る電子計算機による送

信」という。） 

規則第４

条第２号

ニ 

個人番号利用事務実施者が適当と認める方法 民間電子証明書（電子署名及び認証業務に関する法

律（平成１２年法律第１０２号。以下「電子署名

法」という。）第４条第１項に規定する認定を受け

た者が発行し、かつ、その認定に係る業務の用に供

する電子証明書（個人識別事項の記録のあるものに

限る。）をいう。）及び当該民間電子証明書により

確認される電子署名が行われた当該提供に係る情報

の送信を受けること（個人番号関係事務実施者が提

供を受ける場合に限る。） 

個人番号カード、運転免許証、旅券その他官公署又

は個人番号利用事務等実施者から本人に対し一に限

り発行され、又は発給をされた書類その他これに類

する書類であって、個人識別事項の記載があるもの

の提示（提示時において有効なものに限る。）若し

くはその写しの提出を受けること又は個人番号の提

供を行う者の使用に係る電子計算機による送信を受

けること 

個人番号関係事務実施者が本人であることの確認を

行った上で本人に対して一に限り発行する識別符号

及び暗証符号等により認証する方法 

規則第６

条第１項

第３号 

官公署又は個人番号利用事務等実施者から本人

に対し一に限り発行され、又は発給された書類

その他の本人の代理人として個人番号の提供を

することを証明するものとして個人番号利用事

務実施者が適当と認める書類 

本人の署名及び押印並びに代理人の個人識別事項の

記載及び押印があるもの（税理士法（昭和２６年法

律第２３７号）第２条第１項の事務を行う者から個

人番号の提供を受ける場合を除く。） 

個人番号カード、運転免許証、旅券その他官公署又

は個人番号利用事務等実施者から本人に対し一に限

り発行され、又は発給をされた書類その他これに類

する書類であって、個人識別事項の記載があるもの

（提示時において有効なものに限り、税理士法第２

条第１項の事務を行う者から個人番号の提供を受け

る場合を除く。） 

規則第７

条第１項

第２号 

官公署から発行され、又は発給された書類その

他これに類する書類であって、令第１２条第２

項第１号に掲げる書類に記載された個人識別事

項が記載され、かつ、写真の表示その他の当該

書類に施された措置によって、当該書類の提示

を行う者が当該個人識別事項により識別される

特定の個人と同一の者であることを確認するこ

とができるものとして個人番号利用事務実施者

が適当と認めるもの 

税理士証票 

写真付身分証明書等 

写真付公的書類 

個人番号利用事務等実施者が発行した書類であって

識別符号又は暗証符号等による認証により当該書類

に電磁的方法により記録された個人識別事項を認識

できるもの（提示時において有効なものに限る。）
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規則第７

条第２項 

登記事項証明書その他の官公署から発行され、

又は発給された書類及び現に個人番号の提供を

行う者と当該法人との関係を証する書類その他

これらに類する書類であって個人番号利用事務

実施者が適当と認めるもの（当該法人の商号又

は名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記

載があるものに限る。） 

登記事項証明書、印鑑登録証明書その他の官公署か

ら発行又は発給をされた書類その他これに類する書

類であって、当該法人の商号又は名称及び本店又は

主たる事務所の所在地の記載があるもの（提示時に

おいて有効なもの又は発行若しくは発給をされた日

から６か月以内のものに限る。以下「登記事項証明

書等」という。）並びに社員証等、現に個人番号の

提供を行う者と当該法人との関係を証する書類（以

下「社員証等」という。） 

地方税等の領収証書等（当該法人の商号又は名称及

び本店又は主たる事務所の所在地の記載があるもの

で、提示時において領収日付又は発行年月日が６か

月以内のものに限る。以下「法人に係る地方税等の

領収証書等」という。）及び社員証等 

規則第９

条第１項

第２号 

官公署又は個人番号利用事務等実施者から発行

され、又は発給された書類その他これに類する

書類であって個人番号利用事務実施者が適当と

認めるもの 

写真なし身分証明書等 

地方税等の領収証書等 

写真なし公的書類 

本人交付用税務書類 

規則第９

条第３項 

本人及び代理人しか知り得ない事項その他の個

人番号利用事務実施者が適当と認める事項 

本人と代理人の関係及び個人番号利用事務等実施者

により各人別に付された番号、本人との取引や給付

等を行う場合において使用している金融機関の口座

番号（本人名義に限る。）、証券番号、直近の取引

年月日等の取引固有の情報等のうちの複数の事項 

規則第９

条第４項 

令第１２条第２項第１号に掲げる書類に記載さ

れている個人識別事項により識別される特定の

個人と同一の者であることが明らかであると個

人番号利用事務実施者が認める場合 

雇用契約成立時等に本人であることの確認を行って

いる雇用関係その他これに準ずる関係にある者で

あって、知覚すること等により、本人の代理人とし

て個人番号を提供する者が令第１２条第２項第１号

に掲げる書類に記載されている個人識別事項により

識別される特定の個人と同一の者であること（以下

「個人番号の提供を行う者が本人の代理人であるこ

と」という。）が明らかな場合 

扶養親族等であって、知覚すること等により、個人

番号の提供を行う者が本人の代理人であることが明

らかな場合 

過去に本人であることの確認を行っている同一の者

から継続して個人番号の提供を受ける場合で知覚す

ること等により、個人番号の提供を行う者が本人の

代理人であることが明らかな場合 

代理人が法人であって、過去に個人番号利用事務等

実施者に対し規則第７条第２項に定める書類の提示

を行っていること等により、個人番号の提供を行う

者が本人の代理人であることが明らかな場合 

規則第９

条第５項

第６号 

官公署又は個人番号利用事務等実施者から発行

され、又は発給された書類その他これに類する

書類であって個人番号利用事務実施者が適当と

認めるもの（本人の個人番号及び個人識別事項

の記載があるものに限る。） 

官公署又は個人番号利用事務等実施者が発行又は発

給をした書類で個人番号及び個人識別事項の記載が

あるもの 

自身の個人番号に相違ない旨の本人による申立書

（提示時において作成した日から６か月以内のもの

に限る。） 

還付された個人番号カード又は還付された通知カー

ド 
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規 則 第 

１０条第

１号 

本人及び代理人の個人識別事項並びに本人の代

理人として個人番号の提供を行うことを証明す

る情報の送信を受けることその他の個人番号利

用事務実施者が適当と認める方法 

本人及び代理人の個人識別事項並びに本人の代理人

として個人番号の提供を行うことを証明する情報の

送信を受けること 

 

規 則 第 

１０条第

２号 

代理人に係る署名用電子証明書（電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認証業務

に関する法律（平成１４年法律第１５３号。以

下「公的個人認証法」という。）第３条第１項

に規定する署名用電子証明書をいう。）及び当

該署名用電子証明書により確認される電子署名

が行われた当該提供に係る情報の送信を受ける

ことその他の個人番号利用事務実施者が適当と

認める方法 

代理人に係る署名用電子証明書及び当該署名用電子

証明書により確認される電子署名が行われた当該提

供に係る情報の送信を受けること（公的個人認証法

第１７条第４項に規定する署名検証者又は同条第５

項に規定する署名確認者が個人番号の提供を受ける

場合に限る。） 

代理人に係る地方税手続電子証明書及び当該地方税

手続電子証明書により確認される電子署名が行われ

た当該提供に係る情報の送信を受けること（個人番

号利用事務実施者が提供を受ける場合に限る。） 

代理人に係る民間電子証明書及び当該民間電子証明

書により確認される電子署名が行われた当該提供に

係る情報の送信を受けること（個人番号関係事務実

施者が提供を受ける場合に限る。） 

代理人が法人である場合には、商業登記法（昭和

３８年法律第１２５号）第１２条の２第１項及び第

３項の規定に基づき登記官が作成した電子証明書並

びに当該電子証明書により確認される電子署名が行

われた当該提供に係る情報の送信を受けること（個

人番号関係事務実施者が提供を受ける場合に限

る。） 

個人番号関係事務実施者が本人であることの確認を

行った上で代理人に対して一に限り発行する識別符

号及び暗証符号等により認証する方法 

個人番号カード、運転免許証、旅券その他官公署又

は個人番号利用事務等実施者から代理人に対し一に

限り発行され、又は発給をされた書類その他これに

類する書類であって、個人識別事項の記載があるも

のの提示（提示時において有効なものに限る。）若

しくはその写しの提出を受けること又は個人番号の

提供を行う者の使用に係る電子計算機による送信を

受けること 

本人の代理人（当該代理人が法人の場合に限る。）

の社員等から個人番号の提供を受ける場合には、登

記事項証明書等及び社員証等の提示を受けること若

しくはその写しの提出を受けること又は個人番号関

係事務実施者の使用に係る電子計算機と個人番号の

提供を行う者の使用に係る電子計算機とを電気通信

回線で接続した電子情報処理組織を使用して提供を

受けること（登記事項証明書等については、過去に

当該法人から当該書類の提示等を受けている場合に

は、当該書類の提示等に代えて過去において提示等

を受けた書類等を確認する方法によることができ

る。） 
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本人の代理人（当該代理人が法人の場合に限る。）

の社員等から個人番号の提供を受ける場合には、法

人に係る地方税等の領収証書等及び社員証等の提示

を受けること若しくはその写しの提出を受けること

又は個人番号関係事務実施者の使用に係る電子計算

機と個人番号の提供を行う者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

使用して提供を受けること（法人に係る地方税等の

領収証書等については、過去に当該法人から当該書

類の提示等を受けている場合には、当該書類の提示

等に代えて過去において提示等を受けた書類等を確

認する方法によることができる。） 

規 則 第 

１０条第

３号ロ前

段 

官公署若しくは個人番号利用事務等実施者から

発行され、若しくは発給された書類その他これ

に類する書類であって個人番号利用事務実施者

が適当と認めるもの（本人の個人番号及び個人

識別事項の記載があるものに限る。） 

本人の個人番号カード又は通知カード 

本人の還付された個人番号カード又は還付された通

知カード 

本人の住民票の写し又は住民票記載事項証明書で

あって、氏名、出生の年月日、男女の別、住所及び

個人番号が記載されたもの 

官公署又は個人番号利用事務等実施者が発行又は発

給をした書類で、本人の個人番号及び個人識別事項

の記載があるもの 

本人が記載した自身の個人番号に相違ない旨の本人

による申立書（提示時において作成した日から６か

月以内のものに限る。） 

規 則 第 

１０条第

３号ロ後

段 

個人番号利用事務実施者が適当と認める方法 個人番号の提供を行う者の使用に係る電子計算機に

よる送信を受けること 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４号 

 

 亀岡市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年亀岡市条例第４号）第３

条第３項の規定により次のとおり告示する。 

 

   平成２８年１月６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

管理を行わせる 
公の施設の名称 

指定管理者となる団体 指定の期間 

亀岡市七谷川野外活
動センター 

千歳町自治会 
亀岡市千歳町千歳垣根2番地3 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

亀岡市社会体育施設 
（６箇所） 

公益財団法人 亀岡市体育協会 
亀岡市曽我部町穴太土淵33番地1 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

亀岡市総合福祉 
センター 

公益財団法人 亀岡市福祉事業団 
亀岡市内丸町45番地1 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

亀岡市曽我部 
いこいの家 

曽我部町自治会 
亀岡市曽我部町南条北荒水代4番地1 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

亀岡市畑野健康 
ふれあいセンター 

畑野町自治会 
亀岡市畑野町千ケ畑西山5番地1 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

亀岡市林業センター 
亀岡市森林組合 
亀岡市下矢田町医王谷25番地3 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

亀岡市都市公園 
（亀岡運動公園・さ
くら公園） 

株式会社 三煌産業 
亀岡市大井町南金岐尾垣内9番地 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

ＪＲ亀岡駅前及びＪ
Ｒ亀岡駅北口自転車
等駐車場 

亀岡駅前駐輪業組合 
亀岡市追分町大堀21番地6 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

ＪＲ馬堀駅前、ＪＲ
並河駅前及びＪＲ千
代川駅前自転車等駐
車場 

亀岡軽車両管理協同組合 
亀岡市下矢田町2丁目19番4号 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

メディアス亀岡自転
車駐車場 

大井町自治会 
亀岡市大井町土田2丁目11番20号メディアス亀岡 
110号 

平成28年4月1日から 
平成32年3月31日まで 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第５号 

 

 亀岡市林業労働者共済事業補助金交付要綱

（昭和５２年亀岡市告示第６４号）の一部を次

のように改正する。 

 

   平成２８年１月６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第１条中「財団法人京都府林業労働支援セン

ター」を「公益財団法人京都府林業労働支援セ

ンター」に、「昭和５２年９月１日」を「平成

２５年４月１日」に改める。 

 第２条第１項中「建設業・清酒製造業・林業

退職金共済組合（以下「共済組合」とい

う。）」を「独立行政法人勤労者退職金共済機

構」に改め、「（以下「林業退職金事業」とい

う。）」を削る。 

 第３条第１項中「指導する団体」の次に

「（以下「加入団体」という。）」を加え、

「給付事業」を削り、同条第２項第３号中「は

握」を「把握」に改める。 

 別表１の項中「所在する」の次に「加入団体

に所属する」を加え、「４１０円」を「２０５

円」に改め、同表２の項中「共済組合員」を

「共済契約者」に改める。 

 別記第１号様式中「あて先」を「宛先」に、

「は握」を「把握」に改め、「１００以上」を

削る。 

 別記第３号様式中「あて先」を「宛先」に、

「財団法人京都府林業労働支援センター」を

「公益財団法人京都府林業労働支援センター」

に改め、「１００以上」を削り、「共済組合

員」を「共済契約者」に、「共済組合に」を

「共済機構に」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７

年度分の補助金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１項の地縁による団体の認可を

したので、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２８年１月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

認可を行った地縁による団体 

１ 名称  篠町森区 

２ 規約に定める目的 

 以下に掲げるような地域的な共同活動を行

うことにより、会員相互の扶助と融和、親睦

を図り、環境保全及び防災意識を高めるとと

もに、福祉の増進と地域住民の生活向上に寄

与することを目的とする。 

１）回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡 

２）美化・清掃等区域内の環境の整備 

３）集会施設等の維持管理 

４）防災対策、福祉活動 

５）その他目的達成に必要な事業 

３ 区域 

亀岡市篠町森上垣内のうち２２番地１から

２２番地５、２２番地８、２２番地９から

２２番地４８、２８番地１、２８番地２、

２８番地５、３２番地１、３２番地３、 

３３番地から３５番地を除く全域と下垣内

のうち１番地１から１番地２９、３番地２、

１１番地５、１１番地７から１１番地１１、
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１１番地１６、１１番地１７、１１番地 

２０から１１番地２３、２３番地２、２３

番地３、６６番地２、６６番地３、６６番

地５から６６番地２２、６６番地３３、 

７７番地１から７７番地８を除く全域と東

垣内１４番地、１５番地、１７番地、２０

番地、２１番地、２１番地１、２２番地１、

２２番地２、２３番地、２４番地１、２４

番地２、２５番地から２７番地、２７番地

１、２８番地、２９番地、３０番地１、 

３０番地２、３１番地、３１番地１、３２

番地から３４番地、３８番地１、３８番地

５、４２番地、４３番地、山先１３番地、

１４番地１、１４番地２、１７番地、２６

番地から２８番地、２８番地２、２９番地、

２９番地２を加えた区域とする。 

４ 主たる事務所 

  亀岡市篠町森下垣内６６番地 

５ 代表者の氏名及び住所 

  氏 名  田中 保次 

  住 所  省略 

６ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有

無並びに職務代行者の選任の有無 

  無 

７ 代理人の有無 

  無 

８ 規約に定める解散の事由 

 地方自治法第２６０条の２０の規定により

解散する。 

９ 認可年月日  平成２８年１月１３日 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第７号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２８年１月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀０３０４－８１０１１ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２８年１月１４日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付

する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２８年１月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏名又は名称 

1 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

2 
督促状 平成27年度過1期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

3 
督促状 平成27年度過1期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

4 
督促状 平成27年度過1期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

5 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

6 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

7 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

8 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

9 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

10 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

11 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

12 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

13 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

14 
督促状 平成27年10月分 11
月分 市府民税（特別徴収） 

省略 省略 

15 
督促状 平成27年度 
軽自動車税 

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第９号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２８年１月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀０１０１－５１０５６ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年５月３０日 

３ 無効になる日 

平成２８年１月１５日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２８年１月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１９０７－９９００３ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２８年１月１５日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１１号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２８年１

月１９日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、平成２８年１月２０日か

ら平成２８年２月２日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２８年１月１９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 
 

起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

12133 湯 井 １ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町湯井艮筋８９番先  

 
24.70m 

4.00m

亀岡市千代川町湯井艮筋９６番先 4.00m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１２号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２８年１月２１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１３０３－６２０２２ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２７年３月２６日 

３ 無効になる日 

平成２８年１月２１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付

する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２８年１月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

固定資産現所有者認定通知書 

固定資産価格等登録通知書 

平成２７年度固定資産税・都市計画税賦

課額変更（決定）通知書 

２ 送達を受けるべき者 

省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１４号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付

する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２８年１月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

督促状 平成２７年度第４期分 

市府民税 

２ 送達を受けるべき者 

住 所  省略 

 

氏 名  省略 

３ この書類を受領されないときは、地方税法
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第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１５号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２８年１月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２８年１月２８日（木） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  ８台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転

車は、関係法令の規定により処分する。 

 

※ 連絡先 まちづくり推進部 土木管理課 

      電話0771（25）5043 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１６号 

 

 亀岡市電気自動車等普及促進事業補助金交付

要綱を次のように定める。 

 

   平成２８年１月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市電気自動車等普及促進事業

補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、電気自動車等の普及促進を図

り、もって温室効果ガス排出量の削減により

環境への負荷の低減に資するため、電気自動

車等を導入する者に対し、亀岡市補助金等交

付規則（昭和４１年亀岡市規則第５号）及び

この要綱の定めるところにより、予算の範囲

内において補助金を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる
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用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 電気自動車 四輪車で、搭載された電池

によって駆動される電動機を原動機とする

検査済自動車（道路運送車両法（昭和２６

年法律第１８５号）第６０条第１項の規定

による自動車検査証の交付を受けた同法第

２条第２項に規定する自動車をいう。以下

同じ。）をいう。 

⑵ プラグインハイブリッド自動車 エネル

ギー回生機能を有する四輪以上の検査済自

動車であって外部からの充電が可能なもの

をいう。 

⑶ 電気自動車等 電気自動車及びプラグイ

ンハイブリッド自動車をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の

各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 亀岡市内に住所を有している者又は亀岡

市内に本社若しくは事業所を有する自動車

の貸与を業とするリース事業者（亀岡市内

に住所を有し、かつ、市税を滞納していな

い者に電気自動車等を貸与し、貸与料金に

補助金相当額の減額を反映するものに限

る。） 

⑵ 市税を滞納していない者 

⑶ 電気自動車等の自動車検査証に所有者又

は使用者として記載されている者 

⑷ 一般社団法人次世代自動車振興センター

から補助金交付決定（クリーンエネルギー

自動車等導入促進対策費補助金交付規程に

よる補助金の交付決定をいう。第５条にお

いて同じ。）の通知を受けている者 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、電気自動車等の本体価

格に相当する額（割賦販売による場合は、当

該契約により支払う合計額のうち、電気自動

車等の本体価格に相当する額。その額に  

１，０００円未満の端数が生じるときは、そ

の端数を切り捨てた額）とし、１０万円を限

度とする。 

 （補助金交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、第３条第４号に

規定する補助金交付決定を受けた日から３月

以内に、亀岡市電気自動車等普及促進事業補

助金交付申請兼実績報告書（別記第１号様

式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

⑴ 住民票の写し（リースの場合は、貸与を

受ける者の住民票の写し） 

⑵ 市税の完納証明書（リースの場合は、 

リース事業者及び貸与を受ける者の市税の

完納証明書） 

⑶ 売買契約書（リースの場合は、賃貸借契

約書）の写し 

⑷ 電気自動車等の導入費用に係る領収書等

の写し 

⑸ 電気自動車等の自動車検査証の写し 

⑹ 電気自動車等の自動車保管場所証明書又

は自動車保管場所標章番号通知書の写し

（当該電気自動車等が軽自動車である場合

は保管場所を証する書類） 

⑺ 第３条第４号に規定する補助金交付決定

通知書兼補助金の額の確定通知書の写し 

⑻ 電気自動車等が確認できる写真 

⑼ 貸与料金算定根拠明細書（別記第２号様

式）（リースの場合に限る。） 

⑽ 法人の場合は、履歴事項全部証明書 

⑾ 個人事業者の場合は、個人事業開業届出

書の写し又はそれに代わる証明 

⑿ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要

と認める書類 

 （交付の決定及び通知） 

第６条 市長は、前条に規定する申請書を受理

したときは、その内容を審査し、適当と認め
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たときは、亀岡市電気自動車等普及促進事業

補助金交付決定兼確定通知書（別記第３号様

式）により、適当でないと認めたときは、亀

岡市電気自動車等普及促進事業補助金不交付

決定通知書（別記第４号様式）により、申請

者に通知するものとする。 

 （管理） 

第７条 補助金の交付を受けた者（以下「補助

事業者」という。）は、この要綱に定める補

助金の交付により取得した電気自動車等（以

下「取得財産」という。）について、事業完

了後においても善良なる管理者の注意をもっ

て管理するとともに、補助金の交付の目的に

従ってその効率的な運用を図らなければなら

ない。 

２ 補助事業者は、天災その他補助事業者の責

に帰すことのできない理由により取得財産が

毀損され、又は滅失したときは、その旨を市

長に届け出なければならない。 

 （処分の制限） 

第８条 補助事業者は、取得財産を減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大

蔵省令第１５号）に定める耐用年数の期間以

内に、補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し

ようとするときは、あらかじめ亀岡市電気自

動車等処分承認申請書（別記第５号様式）を

市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定により承認を受けた補

助事業者に対し、当該承認に係る取得財産の

処分により収入があったときは、その収入の

一部又は全部を市に納付させることができる。 

 （補助金の返還等） 

第９条 市長は、補助事業者が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、交付決定を

取り消し、既に交付した補助金があるときは、

その交付を受けた補助金の全部又は一部を返

還させるものとする。 

⑴ 虚偽又は不正の手段により補助金の交付

を受けたことが判明したとき。 

⑵ この要綱に違反したとき。 

⑶ その他市長が不適当と認める事由が生じ

たとき。 

 （協力） 

第１０条 市長は、補助事業者に対し、必要に

応じて取得財産の稼働状況等に関する資料の

提供その他の協力を求めることができる。 

 （確認及び検査） 

第１１条 市長は、補助事業者に対し、電気自

動車等の使用状況その他の必要な事項につい

て確認し、又は調査することができる。 

 （委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７

年１１月１３日以降に電気自動車等の導入に係

る契約を締結した補助対象事業から適用する。 
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公 告 
 

 亀岡市公告第１号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   平成２８年１月２０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 平成２８年１月２０日以後、常時備え

置くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第２号 

 

 南丹都市計画用途地域を変更するため、都市

計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条

第２項において準用する同法第１７条第１項の

規定により、当該都市計画の案を次のとおり縦

覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案について、縦覧期間

の満了の日までに市長に意見書を提出すること

ができる。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種  類 

用途地域 

２ 位  置 

亀岡市篠町篠洗川、向谷、下長尾、芦原

及び王子西長尾、中矢田町才ノ溝、大井

町並河前脇並びに千代川町湯井筋の各

一部 

３ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

４ 縦覧期間 

平成２８年１月２６日から 

平成２８年２月９日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第３号 

 

 南丹都市計画特別用途地区を変更するため、

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第 

２１条第２項において準用する同法第１７条第

１項の規定により、当該都市計画の案を次のと

おり縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案について、縦覧期間

の満了の日までに市長に意見書を提出すること

ができる。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種  類 

特別用途地区 
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２ 名  称 

特定大規模小売店舗制限地区 

３ 位  置 

亀岡市篠町篠洗川、向谷、下長尾の各一

部 

４ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

５ 縦覧期間 

平成２８年１月２６日から 

平成２８年２月９日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４号 

 

 南丹都市計画土地区画整理事業を変更するた

め、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

第２１条第２項において準用する同法第１７条

第１項の規定により、当該都市計画の案を次の

とおり縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案について、縦覧期間

の満了の日までに市長に意見書を提出すること

ができる。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種  類 

土地区画整理事業 

２ 名  称 

大井町南部土地区画整理事業 

３ 位  置 

亀岡市大井町並河堂又の全部、並河前脇、

熊田、亀ケ渕、深町、観並、二丁目及び

三丁目、南金岐重見及び好実根並びに薭

田野町太田古実根及び草田の各一部 

４ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

５ 縦覧期間 

平成２８年１月２６日から 

平成２８年２月９日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第５号 

 

 南丹都市計画地区計画を決定するため、都市

計画法（昭和４３年法律第１００号）第１７条

第１項の規定により、当該都市計画の案を次の

とおり縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案について、縦覧期間

の満了の日までに市長に意見書を提出すること

ができる。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種  類 

地区計画 

２ 名  称 

篠町篠向谷地区地区計画 

３ 位  置 

亀岡市篠町篠洗川、向谷、下長尾の各一

部 

４ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 
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５ 縦覧期間 

平成２８年１月２６日から 

平成２８年２月９日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第６号 

 

 南丹都市計画地区計画を決定するため、都市

計画法（昭和４３年法律第１００号）第１７条

第１項の規定により、当該都市計画の案を次の

とおり縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案について、縦覧期間

の満了の日までに市長に意見書を提出すること

ができる。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種  類 

地区計画 

２ 名  称 

中矢田町才ノ溝地区地区計画 

３ 位  置 

亀岡市中矢田町才ノ溝、馬場ノ溝並びに

上矢田町下垣内の各一部 

４ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

５ 縦覧期間 

平成２８年１月２６日から 

平成２８年２月９日まで 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第７号 

 

 南丹都市計画地区計画を変更するため、都市

計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条

第２項において準用する同法第１７条第１項の

規定により、当該都市計画の案を次のとおり縦

覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案について、縦覧期間

の満了の日までに市長に意見書を提出すること

ができる。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種  類 

地区計画 

 名  称 

篠町篠牧田地区地区計画 

３ 位  置 

亀岡市篠町夕日ケ丘三丁目並びに篠牧田

の各一部 

４ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

５ 縦覧期間 

平成２８年１月２６日から 

平成２８年２月９日まで 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第８号 

 

 動物の飼養管理と愛護に関する条例（昭和 

４６年京都府条例第３０号）第１３条第２項の

規定により、捕獲犬の抑留について通知を受け

たので、同条同項の規定により公告する。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２８年１月２０日 

        午後６時頃 

２ 捕獲場所  亀岡市千歳町毘沙門出晴 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  黒茶 

５ 性  別  雌 

６ 体  格  小型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２８年

１月２８日）までに引取りのないときは

処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第９号 

 

 動物の飼養管理と愛護に関する条例（昭和 

４６年京都府条例第３０号）第１３条第２項の

規定により、捕獲犬の抑留について通知を受け

たので、同条同項の規定により公告する。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２８年１月２０日 

        午後６時頃 

２ 捕獲場所  亀岡市千歳町毘沙門出晴 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  黒茶 

５ 性  別  雌 

６ 体  格  小型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２８年

１月２８日）までに引取りのないときは

処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 42 

第８５３号平成２８年２月１５日発行 

 亀岡市公告第１０号 

 

 動物の飼養管理と愛護に関する条例（昭和 

４６年京都府条例第３０号）第１３条第２項の

規定により、捕獲犬の抑留について通知を受け

たので、同条同項の規定により公告する。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２８年１月２０日 

        午後６時頃 

２ 捕獲場所  亀岡市千歳町毘沙門出晴 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  黒茶 

５ 性  別  雌 

６ 体  格  小型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

９ そ の 他  鈴付き青色首輪を装着 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２８年

１月２８日）までに引取りのないときは

処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第１１号 

 

 動物の飼養管理と愛護に関する条例（昭和 

４６年京都府条例第３０号）第１３条第２項の

規定により、捕獲犬の抑留について通知を受け

たので、同条同項の規定により公告する。 

 

   平成２８年１月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２８年１月２０日 

        午後６時頃 

２ 捕獲場所  亀岡市千歳町毘沙門出晴 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  黒茶 

５ 性  別  雄 

６ 体  格  小型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２８年

１月２８日）までに引取りのないときは

処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１２号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   平成２８年１月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工事番号    道改第14号 

⑵ 工 事 名    市道森学校線道路改良工事（歩道橋新設） 

⑶ 工事場所    亀岡市篠町篠地内 

⑷ 工事種別    土木一式工事 

⑸ 工事概要    工事延長               Ｌ＝13.8ｍ 

                   Ｗ＝2.0ｍ 

ＰＣ橋工（ＰＣ単純プレテンション方式中空床板橋） 

 プレテン桁製作工          Ｎ＝3本 

 横組工               1式 

 地覆工               1式 

 支承工               1式 

 舗装工               Ａ＝26.1㎡ 

橋梁下部工（重力式） 

 道路土工              1式 

 場所打杭工φ800           Ｌ＝8.0ｍ 

                   Ｎ＝4本 

 橋台躯体工             1式 

付帯工 

 護岸ブロック積擁壁撤去復旧     Ａ＝17.0㎡ 

 管渠工               Ｌ＝15.6ｍ 

 標識工               Ｎ＝2基 

⑹ 予定価格（税込）  38,168,280円 

          【入札書比較価格（税抜） 35,341,000円】 

⑺ 工  期    契約日の翌日から平成28年3月31日まで 

⑻ 部 分 払    無 

⑼ 前 金 払    有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 中間前金払   請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前金払を

している工事については、工期の2分の1が経過していること・工程表により
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工期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること・当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代金

の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場合に

限り、中間前金払（請負金額の20％以内 保証事業会社の保証が必要）が請

求できる。 

⑾ 最低制限価格  採用 

⑿ 入札保証金   免除 

⒀ 契約保証金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同時

に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者が確

実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する

法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社をい

う。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工事履行

保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、

契約保証金を免除する。 

⒁ 支給材料及び貸与品  無 

⒂ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 平成27年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「土木一式工事」の「Ａ等級」に認

定された者であり、希望順位1位の亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加

は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（土木一式工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する平成27年4月1日以降に発注された土木一式工事の競争

入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、

随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札したものは手持ち工事に含まない。

また、公告日から開札日までの間に、他の土木一式工事の競争入札で落札した業者は、落札し

た時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載
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がなく、下請総額が3,000万円（建築一式は4,500万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書（別紙様式2）に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書等

の配布期間 

平成28年1月28日（木） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 平成28年1月28日（木） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書等

の受付 

平成28年2月3日（水） 

午前9時から午後5時まで 

平成28年2月4日（木） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 平成28年2月5日（金） 

午後5時までに電子入札システムに

より通知 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成28年2月2日（火） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

平成28年2月8日（月） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成28年2月10日（水） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 



 
亀 岡 市 公 報 

 46 

第８５３号平成２８年２月１５日発行 

入札期間 平成28年2月16日（火） 

午前9時から午後5時まで 

平成28年2月17日（水） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項6のとおり 

開札日時 平成28年2月18日（木） 

午前10時00分 

電子入札システムによる

（注）都合により開札日時を変更する場合は、入札3日前までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 企画管理部 契約検査課 （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 
 

             伊 藤 徹 也 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は平成２９年１２月３１日までとします 

   平成２８年１月１日 

 

             八 木 正 昭 

（各 通）
        八 木 正 司 

             八 木 詔 平 

             八 木 政 彦 

亀岡市川関財産区管理会委員に選任します 

   平成２８年１月２６日 

 

             木 戸 庸 介 

亀岡市総合計画審議会委員に委嘱します 

             山 本 仁 士 

亀岡市総合計画審議会委員を解嘱します 

   平成２８年１月２７日 

教育委員会欄 
 

規 則 
 

 亀岡市立小学校及び中学校の管理運営に関す

る規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年１月２７日 

 

         亀岡市教育委員会 

           委員長 栗山正則 

 

 亀岡市教育委員会規則第１号 

 

亀岡市立小学校及び中学校の管理

運営に関する規則の一部を改正す

る規則 

 

 亀岡市立小学校及び中学校の管理運営に関す

る規則（昭和５８年亀岡市教育委員会規則第３

号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「第１４条」を「第１４条の２」に改

める。 

 第７条の２第２項中「手続き」を「手続」に

改める。 

 第１０条第２項中「学校に」の次に「、副校

長」を加え、同条第３項中「かかわらず」の次

に「、副校長を置くときは教頭を」を加え、同

条第４項中「第１０条の４」を「第１０条の

５」に改める。 

 第１０条の７を第１０条の８とし、第１０条

の３から第１０条の６までを１条ずつ繰り下げ、

第１０条の２中「校長」の次に「（副校長を置

く学校にあっては、校長及び副校長。以下この

条において同じ。）」を加え、同条を第１０条

の３とし、第１０条の次に次の１条を加える。 
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 （副校長） 

第１０条の２ 副校長は、校長を助け、命を受

けて校務をつかさどる。 

２ 副校長は、校長に事故あるときはその職務

を代理し、校長が欠けたときはその職務を行

う。 

 第１５条の２第２項中「校長」の次に「、副

校長」を加える。 

 第１８条（見出しを含む。）中「き損」を

「毀損」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

訓 令 
 

 亀岡市教育委員会訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市立の小学校及び中学校の副校長の専決

等に関する規程を次のように定める。 

 

   平成２８年１月２７日 

 

         亀岡市教育委員会 

           委員長 栗山正則 

 

亀岡市立の小学校及び中学校の副

校長の専決等に関する規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、亀岡市立の小学校及び中

学校の校長が処理すべきこととされている事

務のうち、副校長が専決する事項等を定める

ものとする。 

 （専決） 

第２条 副校長が専決する事項は、次に掲げる

事項とする。 

⑴ 所属する教職員（校長を除く。）の週休

日の振替及び勤務時間の割振り変更 

⑵ 教育活動その他の学校運営の状況につい

ての保護者等に対する積極的な情報提供 

⑶ 校外行事の実施地が市外にあるときの亀

岡市教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）への届出 

⑷ 研修計画及び研修状況の教育委員会への

報告 

⑸ その他校長が指定した軽易な事務の処理 

 （重要又は異例な事務の処理） 

第３条 副校長は、専決する事項であっても、
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その内容が重要であり、又は異例であるもの

については、校長の承認を受けなければなら

ない。 

 （代決） 

第４条 副校長は、校長が不在であり、かつ、

あらかじめ校長が定める事項について、緊急

に処理しなければならない場合は、校長に代

わって決裁することができる。ただし、その

内容が重要であり、又は異例であるものにつ

いては、この限りでない。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市教育委員会訓令第２号 

 

               庁中一般 

 

 教育委員会の権限に属する事務の一部を教育

長に専決させる訓令の一部を改正する訓令を次

のように定める。 

 

   平成２８年１月２７日 

 

         亀岡市教育委員会 

           委員長 栗山正則 

 

教育委員会の権限に属する事務の

一部を教育長に専決させる訓令の

一部を改正する訓令 

 

 教育委員会の権限に属する事務の一部を教育

長に専決させる訓令（平成２０年亀岡市教育委

員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条第２号中「校長」の次に「、副校長」

を加える。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行す

る。 
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教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市立の小学校及び中学校の副校長の専決

等に関する規程を次のように定める。 

 

   平成２８年１月２７日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 竹岡 敏 

 

亀岡市立の小学校及び中学校の副

校長の専決等に関する規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、亀岡市立の小学校及び中

学校の校長が処理すべきこととされている事

務のうち、副校長が専決する事項等を定める

ものとする。 

 （専決） 

第２条 副校長が専決する事項は、次に掲げる

事項とする。 

⑴ 所属する教職員（校長を除く。以下同

じ。）の出勤簿の管理 

⑵ 所属する教職員の病気休暇、介護休暇、

組合休暇、職務に専念する義務の免除及び

欠勤の承認 

⑶ 特別休暇の承認又は届出の受理 

⑷ 年次休暇の届出の受理 

⑸ 所属する教職員の代休日及び時間外勤務

代休時間の指定 

⑹ 所属する教職員の裁判員、証人、鑑定人、

参考人等として国会、裁判所、地方公共団

体の議会その他の官公署の呼出しに応じる

ときの届出の受理 

⑺ 軽易かつ定例的な通知、照会、回答、報

告等の処理 

⑻ その他校長が指定した軽易な事務の処理 

 （重要又は異例な事務の処理） 

第３条 副校長は、専決する事項であっても、

その内容が重要であり、又は異例であるもの

については、校長の承認を受けなければなら

ない。 

 （代決） 

第４条 副校長は、校長が不在であり、かつ、

あらかじめ校長が定める事項について、緊急

に処理しなければならない場合は、校長に代

わって決裁することができる。ただし、その

内容が重要であり、又は異例であるものにつ

いては、この限りでない。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行す

る。 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１号 

 

 亀岡市川東土地改良区総代選挙の期日及び投票の時間並びに選挙すべき総代の数は、次のとおり

である。 

 

   平成２８年１月８日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

１ 選挙の期日  平成２８年１月１５日 

 

２ 投票の時間  午後１時から午後４時まで 

 

３ 選挙すべき総代の数   ４８人 

 

選 挙 区 選 挙 区 の 区 域  総代の数 

第１選挙区 馬路町 １２人 

第２選挙区 千歳町 １２人 

第３選挙区 河原林町 １２人 

第４選挙区 保津町、追分町及び古世町 １２人 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第２号 

 

 平成２８年１月１５日執行の亀岡市川東土地

改良区総代選挙における選挙長、同職務代理者

及び選挙立会人の住所及び氏名は、次のとおり

である。 

 

   平成２８年１月８日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 野﨑千惠子 

 

１ 選挙長 

選 挙 区 住  所 氏  名 

第１選挙区 省略 中 澤 基 行

第２選挙区 省略 廣 瀬 義 直

第３選挙区 省略 黒 田 幹 男

第４選挙区 省略 酒 井 省 五

 

２ 選挙長職務代理者兼選挙立会人 

選 挙 区 住    所 氏  名 

第１選挙区 省略 人 見 茂 實

第２選挙区 省略 野々村   進

第３選挙区 省略 岸   道 雄

第４選挙区 省略 村 上 逹 郎

 

３ 選挙立会人 

選 挙 区 住    所 氏  名 

第１選挙区 省略 堤   元 博

第２選挙区 省略 島 津 恒 平

第３選挙区 省略 関   美喜男

第４選挙区 省略 井 上 庄 次

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３号 

 

 平成２８年１月１５日執行の亀岡市川東土地

改良区総代選挙における選挙長の執務場所を次

のとおり定める。 

 

   平成２８年１月８日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 野﨑千惠子 

 

   亀岡市馬路町堂ノ西２４の２番地 

   亀岡市川東土地改良区事務所 

 

「掲示済」 
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亀

岡

市

川

東

土

地

改
良
区
之
印

 亀岡市選挙管理委員会告示第４号 

 

 平成２８年１月１５日執行の亀岡市川東土地改良区総代選挙の投票用紙の様式を次のとおり定め

る。 

 

   平成２８年１月８日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

亀岡市川東土地改良区総代選挙投票用紙の様式 

（表） 

亀
岡
市
川
東
土
地
改
良
区
総
代
選
挙 

 

（折 目） 

（裏） 

   

 
 
 
 
 
 

○ 

注 
 

意 

 
 

一 

候
補
者

こ

う

ほ

し

ゃ

の
氏
名

し

め

い

は
、
欄
内

ら
ん
な
い

に
一
人

ひ

と

り

書か

く
こ
と
。 

 
 

二 

候
補
者

こ

う

ほ

し

ゃ

で
な
い
者も

の

の
氏
名

し

め

い

は
、
書か

か
な
い
こ
と
。 

候補者氏名

 

 

（折 目） 

 

備考 投票用紙は白色とし、文字は黒色のインキで印刷し、印は黒色のインキで刷込式とする。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第５号 

 

 平成２７年１１月１日執行の亀岡市長選挙における候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨

を公職選挙法第１９２条第１項の規定により、次のとおり公表する。 

 

   平成２８年１月８日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「掲示済」 

１　選挙の種類　　 平成２７年１１月１日執行　亀岡市長選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

9,064,200 円

３　報告書の要旨

高 向 吉 朗 所 属 党 派 無 所 属

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 355

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 355

前　回　計 3,019,820 前　回　計 3,363,357

総 　　　計 3,019,820 総 　　　計 3,363,712

平成２７年１２月２４日まで

平成２７年１２月２８日　　　　　第３回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 藤 野 広 司
第３回分

平成２７年１１月２５日から
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 亀岡市選挙管理委員会告示第６号 

 

 亀岡市亀岡中部土地改良区総代選挙の期日及び投票の時間並びに選挙すべき総代の数は、次のと

おりである。 

 

   平成２８年１月１４日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

１ 選挙の期日  平成２８年１月２１日 

 

２ 投票の時間  午後１時から午後４時まで 

 

３ 選挙すべき総代の数   ４０人 

 

選 挙 区 選 挙 区 の 区 域  総代の数 

第１選挙区 
亀岡市曽我部町地区（南条・寺・犬飼・法貴・
中・春日部） 

１４人 

第２選挙区 
亀岡市薭田野町地区（佐伯）・本梅町地区（東加
舎・西加舎・井手） 

８人 

第３選挙区 
亀岡市千代川町地区（北ノ庄・拝田・千原・川
関・小林・高野林）・大井町地区（並河・土田） 

１４人 

第４選挙区 
亀岡市余部町地区（狐塚・中川原・宮田・蚊又・
五反田・久下佐伯・塞又）・安町地区（小屋場・
大池） 

４人 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第７号 

 

 平成２８年１月２１日執行の亀岡市亀岡中部

土地改良区総代選挙における選挙長、同職務代

理者及び選挙立会人の住所及び氏名は、次のと

おりである。 

 

   平成２８年１月１４日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 野﨑千惠子 

 

１ 選挙長 

選 挙 区 住  所 氏  名 

第１選挙区 省略 松 本 正 美

第２選挙区 省略 小 林 昌 博

第３選挙区 省略 俣 野 秀 樹

第４選挙区 省略 石 野   豊

 

２ 選挙長職務代理者兼選挙立会人 

選 挙 区 住    所 氏  名 

第１選挙区 省略 赤 澤 祥 一

第２選挙区 省略 石 川 佳 一

第３選挙区 省略 松 尾 俊 夫

第４選挙区 省略 中 澤   茂

 

３ 選挙立会人 

選 挙 区 住    所 氏  名 

第１選挙区 省略 並 河 忠 平

第２選挙区 省略 茨 木 儀 一

第３選挙区 省略 八 木   清

第４選挙区 省略 関   定 雄

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第８号 

 

 平成２８年１月２１日執行の亀岡市亀岡中部

土地改良区総代選挙における選挙長の執務場所

を次のとおり定める。 

 

   平成２８年１月１４日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 野﨑千惠子 

 

   亀岡市安町野々神８番地 

   亀岡市亀岡中部土地改良区事務所 

 

「掲示済」 
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亀
岡
市
亀
岡

中

部

土

地

改
良
区
之
印

 亀岡市選挙管理委員会告示第９号 

 

 平成２８年１月２１日執行の亀岡市亀岡中部土地改良区総代選挙の投票用紙の様式を次のとおり

定める。 

 

   平成２８年１月１４日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

亀岡市亀岡中部土地改良区総代選挙投票用紙の様式 

（表） 

亀
岡
市
亀
岡
中
部
土
地
改
良
区
総
代
選
挙 

 

（折 目） 

（裏） 

   

 
 
 
 
 
 

○ 

注 
 

意 

 
 

一 

候
補
者

こ

う

ほ

し

ゃ

の
氏
名

し

め

い

は
、
欄
内

ら
ん
な
い

に
一
人

ひ

と

り

書か

く
こ
と
。 

 
 

二 

候
補
者

こ

う

ほ

し

ゃ

で
な
い
者も

の

の
氏
名

し

め

い

は
、
書か

か
な
い
こ
と
。 

候補者氏名

 

 

（折 目） 

 

備考 投票用紙は白色とし、文字は黒色のインキで印刷し、印は黒色のインキで刷込式とする。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第１０号 

 

 平成２８年１月１５日執行の亀岡市川東土地

改良区総代選挙における当選人の住所及び氏名

は、次のとおりである。 

 

   平成２８年１月１５日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

選 挙 区 住  所 氏  名 

第１選挙区 

省略 名 倉 照 彦 

省略 中 川 陽 夫 

省略 畑   隆 夫 

省略 中 澤 昭 兒 

省略 人 見   修 

省略 河 原 祥 孝 

省略 松 村 淳 一 

省略 畑   昌 利 

省略 松 村 一 城 

省略 堤     務 

省略 堤   敏 次 

省略 川 勝 雅 明 

第２選挙区 

省略 佐々木 重 和 

省略 主 原 重 己 

省略 橋 本 秀 行 

省略 小 川 博 司 

省略 廣 瀬 哲 雄 

省略 西 田 米 雄 

省略 古 林 峰 夫 

省略 清 水 浩 次 

省略 矢 田   茂 

省略 廣 瀬 正 則 

省略 長谷川 義 信 

省略 名 倉 武 夫 

第３選挙区 
省略 並 河 包 恭 

省略 俣 野 秀 樹 

 

第３選挙区

省略 中 野   透 

省略 福 島 克 巳 

省略 福 島 利 之 

省略 林 田 芳 博 

省略 中 川   隆 

省略 小 川   泉 

省略 関   隆 穗 

省略 関     彰 

省略 桂   博 一 

省略 柏 尾 寿 和 

第４選挙区

省略 清 水 金 矢 

省略 長 尾   一 

省略 田 中 龍 馬 

省略 田 中 信 彦 

省略 松 本 正 美 

省略 森 川 悦 次 

省略 伊豆田 浩 文 

省略 桂   吉 德 

省略 大ケ谷 勝 一 

省略 湯 浅 誠 二 

省略 湯 浅 透 一 

省略 田 中 幸 雄 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１１号 

 

 平成２８年１月１５日執行の亀岡市川東土地

改良区総代選挙において当選証書を付与した者

の住所及び氏名は、次のとおりである。 

 

   平成２８年１月１５日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 
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選 挙 区 住  所 氏  名 

第１選挙区 

省略 名 倉 照 彦 

省略 中 川 陽 夫 

省略 畑   隆 夫 

省略 中 澤 昭 兒 

省略 人 見   修 

省略 河 原 祥 孝 

省略 松 村 淳 一 

省略 畑   昌 利 

省略 松 村 一 城 

省略 堤     務 

省略 堤   敏 次 

省略 川 勝 雅 明 

第２選挙区 

省略 佐々木 重 和 

省略 主 原 重 己 

省略 橋 本 秀 行 

省略 小 川 博 司 

省略 廣 瀬 哲 雄 

省略 西 田 米 雄 

省略 古 林 峰 夫 

省略 清 水 浩 次 

省略 矢 田   茂 

省略 廣 瀬 正 則 

省略 長谷川 義 信 

省略 名 倉 武 夫 

第３選挙区 

省略 並 河 包 恭 

省略 俣 野 秀 樹 

省略 中 野   透 

省略 福 島 克 巳 

省略 福 島 利 之 

省略 林 田 芳 博 

省略 中 川   隆 

省略 小 川   泉 

省略 関   隆 穗 

省略 関     彰 

省略 桂   博 一 

省略 柏 尾 寿 和 

 

 

第４選挙区

省略 清 水 金 矢 

省略 長 尾   一 

省略 田 中 龍 馬 

省略 田 中 信 彦 

省略 松 本 正 美 

省略 森 川 悦 次 

省略 伊豆田 浩 文 

省略 桂   吉 德 

省略 大ケ谷 勝 一 

省略 湯 浅 誠 二 

省略 湯 浅 透 一 

省略 田 中 幸 雄 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１２号 

 

 平成２８年１月２１日執行の亀岡市亀岡中部

土地改良区総代選挙における当選人の住所及び

氏名は、次のとおりである。 

 

   平成２８年１月２１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

選 挙 区 住  所 氏  名 

第１選挙区

省略 服 部 義 行 

省略 澤   哲 弘 

省略 齋 藤   護 

省略 多 田 政 紹 

省略 能 勢 賢 司 

省略 八 田 修 好 

省略 八 木 義 樹 

省略 松 岡 省 三 

省略 和 田 茂 明 
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第１選挙区 

省略 仲 野 静 夫 

省略 酒 井 美 明 

省略 八 木 久 男 

省略 並 河 悦 郎 

省略 齋 藤 久 和 

第２選挙区 

省略 谷 本 忠 義 

省略 松 本 喜久雄 

省略 谷 本 澄 夫 

省略 野々口 直 良 

省略 落 田   毅 

省略 竹 岡 憲 男 

省略 森   源 一 

省略 森   金 滋 

第３選挙区 

省略 齋 田 益 彦 

省略 山 下 博 史 

省略 並 河 幸 義 

省略 廣 瀬 仁 久 

省略 廣 瀬 清 一 

省略 山 田 一 徳 

省略 人 見 政 章 

省略 永 田 安 廣 

省略 俣 野 幸 雄 

省略 八 木 八十歳 

省略 松 井 修 正 

省略 俣 野 正 美 

省略 永 田 幹 雄 

省略 八 木 一 生 

第４選挙区 

省略 八 田 良 象 

省略 本 間   清 

省略 福 井 恒 治 

省略 吉 田 嘉 勝 

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１３号 

 

 平成２８年１月２１日執行の亀岡市亀岡中部

土地改良区総代選挙において当選証書を付与し

た者の住所及び氏名は、次のとおりである。 

 

   平成２８年１月２１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

選 挙 区 住  所 氏  名 

第１選挙区

省略 服 部 義 行 

省略 澤   哲 弘 

省略 齋 藤   護 

省略 多 田 政 紹 

省略 能 勢 賢 司 

省略 八 田 修 好 

省略 八 木 義 樹 

省略 松 岡 省 三 

省略 和 田 茂 明 

省略 仲 野 静 夫 

省略 酒 井 美 明 

省略 八 木 久 男 

省略 並 河 悦 郎 

省略 齋 藤 久 和 

第２選挙区

省略 谷 本 忠 義 

省略 松 本 喜久雄 

省略 谷 本 澄 夫 

省略 野々口 直 良 

省略 落 田   毅 

省略 竹 岡 憲 男 

省略 森   源 一 

省略 森   金 滋 

第３選挙区

省略 齋 田 益 彦 

省略 山 下 博 史 

省略 並 河 幸 義 

省略 廣 瀬 仁 久 
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第３選挙区 

省略 廣 瀬 清 一 

省略 山 田 一 徳 

省略 人 見 政 章 

省略 永 田 安 廣 

省略 俣 野 幸 雄 

省略 八 木 八十歳 

省略 松 井 修 正 

省略 俣 野 正 美 

省略 永 田 幹 雄 

省略 八 木 一 生 

第４選挙区 

省略 八 田 良 象 

省略 本 間   清 

省略 福 井 恒 治 

省略 吉 田 嘉 勝 

 

「掲示済」 

市立病院欄 
 

公 告 
 

 亀岡市立病院公告第１号 

 

 平成２８年１月１３日に実施した亀岡市立病

院職員採用試験の結果、次のとおり合格者を決

定し、職員採用候補者名簿に登録したので公告

する。ただし、登録有効期限については、平成

２８年４月１日までとする。 

 

   平成２８年１月２７日 

 

    亀岡市病院事業管理者職務代理者 

       亀岡市立病院長 玉井和夫 

 

（候補者受験番号） 

   ３ 

 

「掲示済」 
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